
資料５

海岸分野における復興支援について

海 岸 室



海岸堤防の被災状況と応急対策の実施状況 

○岩手、宮城、福島三県の海岸線延長約１，７００ｋｍのうち、海岸堤防等がある海岸約３００ｋｍの約１９０ｋｍが全半壊。 ○岩手、宮城、福島 県の海岸線延長約 ， のうち、海岸堤防等がある海岸約 の約 が全半壊。
○このうち、背後に重要施設等がある区間約５０ｋｍについては、９月末までに応急対策を概ね完了する見込み。 
○順次本復旧に着手し、概ね５年での全区間完了を目指す。 
 ※国施工区間（代行区間を含む）のうち、背後に重要施設がある区間においては、概ね平成24年度を目途に完了することを目標とする。 

（被災後） 

仙台湾南部海岸（山元海岸）（宮城県山元町） 

せんだいわんなんぶ  やまもと 

（被災前） （被災後） 

＜海岸堤防の被災状況＞ 

堤防の流失 

（応急対策状況） 

大型土のうによる仮締切 

＜応急対策の実施状況＞ 応急対策済＜応急対策の実施状況＞ 応急対策済 

応急対策中 

未着手 

29.7km 20.8km 1.7km 【H23.8.19時点】 

※瓦礫撤去作業等の優先により一部区間で工事未着手箇所有り。 
※現場点検が完了していない海岸があるため、延長が増加する可能性がある。 

【H23.9末時点】 応急対策概ね完了見込み 
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東日本大震災復興構想会議「復興への提言～悲惨のなかの希望～」（６月２５日）

復旧・復興に向けた海岸分野の取り組み 

東日本大震災復興構想会議 復興 の提言 悲惨のなかの希望 」（６月２５日）
 

第１章 新しい地域のかたち（抄） 
（２）地域づくり（まちづくり、むらづくり）の考え方 ①「減災」という考え方 
・「逃げる」ことを基本とする防災教育の徹底やハザードマップの整備など、ソフト面の対策を重視せねばならない。 
災害リスクを考慮した土地利用 建築規制を 体的に行うなど ソフト ハ ドの施策を総動員することが必要である・災害リスクを考慮した土地利用・建築規制を一体的に行うなど、ソフト・ハードの施策を総動員することが必要である。

（４）既存復興関係事業の改良・発展 
・防波堤・防潮堤については、比較的頻度の高い津波、台風時の高潮・高波などから陸地を守る性能を持ったものとして再建する。 

中央防災会議専門調査会※「中間とりまとめ 今後の津波防災対策の基本的考え方について 」（６月２６日）中央防災会議専門調査会※「中間とりまとめ～今後の津波防災対策の基本的考え方について～」（６月２６日） 
 

３．津波対策を構築するにあたってのこれからの想定津波の考え方（抄） 
（２）最大クラスの津波高への対策の考え方 
・住民の避難を軸に、土地利用、避難施設、防災施設などを組み合わせて、ソフト・ハードのとりうる手段を尽くした総合的な津波

※東北地方太平洋沖地震を教訓とした 
    地震・津波対策に関する専門調査会 

住民の避難を軸に、土地利用、避難施設、防災施設などを組み合わせて、ソフト ドのとりうる手段を尽くした総合的な津波 
 防災対策の確立が必要である。 
（３）頻度の高い津波に対する海岸保全施設等による津波対策 
・海岸保全施設等の整備の対象とする津波高を大幅に高くすることは、施設整備に必要な費用、海岸の環境や利用に及ぼす 
 影響などの観点から現実的ではない。影響などの観点から現実的ではない。
・比較的頻度の高い一定程度の津波高に対して海岸保全施設等の整備を進めていくことが求められる。 

【委員】

海岸における津波対策検討委員会 
【委員】 
 学識者 ：  磯部雅彦、今村文彦、佐藤愼司、高橋智幸、中野晋、平石哲也、藤間功司   （敬称略） 
 行  政 ： 岩手県、宮城県、福島県、東北農政局、東北地方整備局、農研機構農村工学研究所、 
         水産総合研究センター水産工学研究所、国土技術政策総合研究所、港湾空港技術研究所 

事務局 ： 農林水産省（農村振興局 水産庁） 国土交通省（水管理・国土保全局 港湾局） 事務局 ： 農林水産省（農村振興局、水産庁）、国土交通省（水管理・国土保全局、港湾局）

  ・海岸堤防の高さの設定手法、津波浸水シミュレーション手法について審議頂いた（４月２８日、６月２７日） 

 ・農林水産省及び国土交通省から海岸管理部局に対し、「設計津波の水位の設定方法等について」を通知（７月８日） 
 ・国土交通省から海岸管理部局に対し、「津波浸水シミュレーションの手引き」を通知（７月８日）  2 



海岸堤防の高さの設定手法について（その１） 

海岸堤防の高さの基準となる設計津波の水位の設定
（すべての海岸で同じ考え方（設定基準）により、一定の安全水準を確保※） 
 一連の海岸や湾ごとに 
 ・過去の津波の痕跡高さの記録の整理 

（例：貞観地震、明治三陸地震、昭和三陸地震、 数十年～百数十年の頻度で発生してい  （例：貞観地震、明治三陸地震、昭和三陸地震、
     チリ地震、2011年東北地方太平洋沖地震 等） 
 ・発生の可能性が高い地震等の津波シミュレーションの実施 
  （例：想定宮城県沖地震 等） 

数十年 百数十年の頻度で発生してい
る津波を対象に設計津波の水位を設定。 

※沿岸で一定の安全度を確保するため 政府の中央防災会議で示された国の基本的考え方に基づき 農林水産省及び国土交通省が海岸堤防の設計

2011年 東北地方太平洋沖地震津波  ＜最大クラスの津波＞ 
・住民避難を柱とした総合的防災対策を
構築する上 設定する津波

※沿岸で一定の安全度を確保するため、政府の中央防災会議で示された国の基本的考え方に基づき、農林水産省及び国土交通省が海岸堤防の設計 
  で想定する津波高さの設定基準を海岸管理部局に通知。（7/8付） 

被災前の海岸堤防

構築する上で設定する津波

被災前の海岸堤防 

1896年 明治三陸地震津波 

1933年 昭和三陸地震津波
＜頻度の高い津波＞ 
・海岸堤防の建設を行う上で想定する

地盤沈下 

1960年 チリ地震津波 
海岸堤防の建設を行う上で想定する 

津波 

津波の伝播

被災した海岸堤防 

津波の伝播
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頻度 高 津波を対象に 海岸堤防によるせり上がりを考慮し 設計津波 水位を設定

海岸堤防の高さの設定手法について（その２） 

・頻度の高い津波を対象に、海岸堤防によるせり上がりを考慮して、設計津波の水位を設定 

・この水位を前提に、海岸の利用や環境、景観、経済性、維持管理の容易性などを総合的に 

考慮して堤防高さを設定（所管省庁間や隣接海岸間で整合性を確保） 考慮して堤防高さを設定（所管省庁間や隣接海岸間で整合性を確保）

せり上がり 

堤防高さ  設計津波 
の水位の水位

津波高さ 
（T.P.（m）） 

基準面 

※ただし、高潮を想定した堤防高さの方が高くなる場合には、それを満足するよう設定 
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津波浸水シミュレーションの手引き 

東北地方太 洋沖地震 伴う津波を踏ま た津波対策 東 本大震災復興構想会議東北地方太平洋沖地震に伴う津波を踏まえた津波対策として、東日本大震災復興構想会議や
中央防災会議専門調査会等において、 「ソフト・ハードのとりうる施策を総動員した総合的な津
波防災対策の確立が必要」とする考え方が示された。 
 
 被災市町村においては、地域の復旧・復興に向けた計画策定等の取り組みが本格化。 

復興計画の策定等を支援するため、迅速かつ適切な津波浸水シミュレーションが行われるよう、
「津波浸水シミュレーションの手引き※」をとりまとめ。 
 

※「平成２３年東北地方太平洋沖地震による津波の対策のための津波浸水シミュレーションの手引き（平成２３年７月、水管理・
国土保全局海岸室、国土技術政策総合研究所河川研究部海岸研究室）」 

 

※津波・高潮ハザードマップマニュアル（平成１６年３月、内閣府、農林水産省、国土交通省）の考え方を基本として、津波浸水
シミュレーションを迅速かつ適切に実施するための標準的な方法や条件設定の考え方をより具体的に提示シミュレーションを迅速かつ適切に実施するための標準的な方法や条件設定の考え方をより具体的に提示

 
都市局と連携し、被災市町村を対象に、説明会を実施中。 

東日本大震災からの復興の基本方針（７月２９日 東日本大震災復興対策本部決定） 
 

５ 復興施策 
（１）災害に強い地域づくり（抄）（１）災害に強い地域づくり（抄） 
⑤市町村の計画策定に対する人的支援、復興事業の担い手等 
・「津波浸水シミュレーションの手引き」等の活用により、被災地域における復旧・復興計画を支援する。 
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津波浸水シミュレーションの活用 

今次津波による最大浸水深の平面分布（イメージ） 

最大クラスの津波、頻度の高い津波、過去の

津波リスクの分析・評価 

最大クラスの津波、頻度の高い津波、過去の
実績津波など、様々な規模の津波について、
津波浸水シミュレーションが可能。 
 
津波浸水シミュレーションにより求められる最
大浸水深を面的に把握することで、津波リスク大浸水深を面的に把握する とで、津波リ ク
の分析・評価に活用。 
 
被災市町村のまちづくりに係る議論において被災市町村のまちづくりに係る議論において、
土地利用や避難地の設定等の検討に活用。 

 

最
大
浸

代表断面における最大浸水深（イメージ） 
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距離(m) 

海岸線位置 
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平成２３年７月８日

海岸管理部局 あて

農林水産省農村振興局整備部防災課長

水 産 庁 漁 港 漁 場 整 備 部 防 災 漁 村 課 長

国土交通省水管理・国土保全局砂防部保全課海岸室長

国 土 交 通 省 港 湾 局 海 岸 ・ 防 災 課 長

設計津波の水位の設定方法等について

本通知は、海岸保全施設の技術上の基準を定める省令（平成一六年三月二三日農林水産省・

国土交通省令第一号。以下「省令」という。）第二条第三号及び海岸保全施設の技術上の基準

について（平成一六年四月一二日一五農振第二五七四号、一五水港第三一六八号、国河海第六

九号、国港海第五五六号）二・四の適用に関し、平成二三年東北地方太平洋沖地震に起因する

津波災害を踏まえ、下記のとおり設計津波の水位設定の考え方を示すことにより、東北地方太

平洋沖地震により発生した津波による被害を受けた地域における速やかな海岸保全施設の復旧

計画の策定に資することを目的とするものである。

今後、設計津波の水位を設定し、又は見直す場合には、留意されたい。

（※）なお、下記については、地方自治法（昭和二二年法律第六七号）第二四五条の四第一項

に規定する技術的な助言となるものである。

ついては、貴管内の市町村、一部事務組合及び港務局の海岸管理者に対しては、貴職から周

知されたい。また、必要があれば貴管内の沿岸市町村にも情報提供されたい。

（注）地方支分部局の各部長あての通知については、（※）以下を、「また、各都道府県農林

水産主管部長（土木主管部長）には別途通知したので申し添える。」とする。

なお、東北地方太平洋沖地震により被災を受けた海岸保全施設の災害復旧計画は、下記に示

す方法により求めた設計津波の水位を踏まえ、策定するものとする。

記

第一 用語の定義

この通知において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

一 津波高さ 海岸線付近における地盤高に津波による浸水深を加えた標高をいう。当該

津波高さは東京湾平均海面（Ｔ．Ｐ．）等基準面を明らかにしたうえで用いる。

二 設計津波の水位 海岸保全施設の設計を行うため、当該海岸保全施設に到達するおそ

れが多い津波として、海岸管理者が省令第二条第三号に基づいて定める設計津波の高さ

をいう。

三 地域海岸 一の海岸保全基本計画を作成すべき一体の海岸の区分（沿岸）を「湾の形

状や山付け等の自然条件」、「文献や被災履歴等の過去に発生した津波の実績津波高さ

及びシミュレーションの津波高さ」から、同一の津波外力を設定しうると判断される一

連の海岸線に分割したものをいう。



第二 設計津波の設定単位

設計津波は、地域海岸ごとに設定することを基本とする。

第三 設計津波の水位の設定方法

設計津波の水位は、次の各号に掲げる手順により設定する。

一 過去に発生した津波の実績津波高さの整理

過去に発生した津波の実績津波高さは、各機関により実施された痕跡高調査並びに歴

史記録及び文献等に津波による痕跡高の記録が残されているものを用いることとし、次

の各号に掲げる措置により整理するものとする。なお、過去の痕跡高の記録を整理する

際には、極力海岸線付近における記録を用いることとし、その痕跡高地点における津波

の形態（重複波、進行波、不明）を区分する。

イ 痕跡高調査については、土木学会海岸工学委員会における現地調査マニュアル等に

基づき行われたものを収集整理すること。

現地調査マニュアル等に基づく独自の調査成果が無い又は不足する等の理由により

他機関が実施した調査結果を用いる場合は、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グル

ープに現地調査結果として登録してあるデータ等信頼できる津波高さを用いること。

地形の改変等により、海岸線付近での痕跡高調査結果を得られない場合は、東北地

方太平洋沖地震津波合同調査グループ調査結果等信頼できるデータにおける緯度経度

を参照の上、出来うる限り海岸線近くの痕跡高を収集すること。

ロ 歴史記録及び文献等の資料を使用する際は、中央防災会議等において過去に整理し

た津波高さを用いることとし、津波高さのデータを補う必要がある場合は、「日本被

害津波総覧」等の公表資料や地方整備局、都道府県及び気象庁等の調査結果等公的な

調査資料を用いること。

ハ 歴史記録及び文献等に地震発生の記録はあるが、津波高さのデータが無い場合は、

津波堆積物等の調査結果から浸水範囲等を明らかにしたうえで、可能な範囲でシミュ

レーション等により津波高さを想定するよう努めること。

二 シミュレーションによる津波高さの算定

過去に発生した津波の実績津波高さについて、海岸線付近における痕跡高など、設計

津波の水位を設定するための十分なデータが得られないときは、過去に発生した地震に

よる津波高さのシミュレーションを行ってデータを補完する。その際、中央防災会議等

におけるシミュレーション結果が公表されているものについては、当該結果を活用する。

なお、中央防災会議や地震調査研究推進本部において、発生の可能性が高いとされた

想定地震がある場合には、当該地震による津波高さのシミュレーションを用いて設計津

波の水位を設定するためのデータとすることができる。

今後、中央防災会議等において検討が進み、過去に発生した地震の地震動推定におけ

る規模や対象範囲の見直し等が行われた場合（マグニチュードや連動型発生等の大きな

地震）は、そのシミュレーションによる津波高さも適宜検討に加え、適宜見直すものと

する。

三 設計津波の対象津波群の設定

地域海岸ごとに、第一号及び第二号で得られた過去に発生した津波の実績津波高さ及

びシミュレーションにより求めた津波高さを収集したうえで、横軸に津波の発生年（想

定地震の場合には右端）、縦軸に海岸線における津波高さをとり、グラフを作成する。

グラフには、一の津波に対して最も大きな津波高さの値をプロットし、重複波、進行波、

不明の別も合わせて記述する。作成されたグラフから、原則として一定の頻度（数十年

から百数十年に一度程度）で到達すると想定される津波の集合を、設計津波の水位設定



のための対象津波群として選定する。その際、進行波及び不明に区分された津波が含ま

れるよう留意する。

四 設計津波の水位の設定

対象津波群の津波を対象に、地域海岸において堤防位置における津波の侵入の防止を

条件とした津波シミュレーションを行う等により地域海岸内の津波水位分布を算出し、

当該水位分布に基づき、隣接する海岸管理者間で十分調整を図ったうえで、設計津波の

水位を設定するものとする。

一の地域海岸に対しては、一の設計津波の水位を設定することを基本とするが、設計

津波の水位が当該地域海岸内の海岸線に沿って著しく異なることとなると判断される場

合は、理由を明らかにしたうえで、地域海岸を分割して複数の設計津波の水位を定める

ことができるものとする。

第四 堤防等の天端高

堤防等の天端高は、上記により設定された設計津波の水位を前提として、省令第三条第

一項及び第三項並びに第五条に定められた基準に従い、海岸の機能の多様性への配慮、環

境保全、周辺景観との調和、経済性、維持管理の容易性、施工性、公衆の利用等を総合的

に考慮しつつ、海岸管理者が適切に定めるものであることに留意する。

第五 河川整備との整合性の確保等

設計津波の水位の設定に当たっては、当該地域海岸に流入する河川についても、整合的

な津波対策が必要とされることから、河川管理者との連絡に努められたい。

堤防等の天端高の設定に当たっては、河川整備計画等との調整を図るよう努められたい。

また、港湾及び漁港の利用者への配慮にも努められたい。

以上
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１．概要 
 
１．１ 本手引きの位置づけ 
本手引きは、平成 23 年東北地方太平洋沖地震に起因する津波災害を踏まえ、被災地域の

復旧・復興計画の策定等を支援するため、迅速かつ適切な津波浸水シミュレーションを実

施するための標準的な方法等を示すものである。 
 
＜解説＞ 
 平成23年東北地方太平洋沖地震による津波（以下「今次津波」という。）を踏まえた津波

対策については、土木学会東日本大震災特別委員会津波特定テーマ委員会、中央防災会議

東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波に関する専門調査会等において検討がなさ

れた。 
その中で、 
・住民の生命を守ることを最優先として、どういう災害であっても行政機能、病院等

の最低限必要十分な社会経済機能を維持することが必要であること 

・このため、住民の避難を軸に、土地利用、避難施設、防災施設などを組み合わせて、

ソフト・ハードのとりうる手段を尽くした総合的な津波対策の確立が必要であること 

が示された。 

一方で、今次津波の被災地域においては、地域の復旧・復興に向けた計画策定等の取り

組みが本格化しつつある。 
本手引きは、このような背景を踏まえ、今次津波の被災地域において、様々な規模の津

波に対応した復旧・復興計画の策定等を支援するため、「津波・高潮ハザードマップマニュ

アル（平成 16 年 3 月、内閣府、農林水産省、国土交通省）」の考え方を基本として、迅速

かつ適切な津波浸水シミュレーションを実施するための標準的な方法等を現時点の知見を

基に緊急的にとりまとめたものであり、最新の科学的知見を取り入れて適宜見直すことが

必要である。 
本手引きの取りまとめに当たっては、「海岸における津波対策検討委員会」において学

術的、技術的観点から助言を頂いたものである。 
 なお、本手引きに基づく津波浸水シミュレーションは、最大浸水深等の平面分布等を得

るために実施するものであり（詳細は、「７．１ 出力事項」を参照）、個別の構造物周辺

など局所的な津波挙動のシミュレーションには、３次元モデルなど別途の方法による必要

がある。 
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（参 考）海岸における津波対策検討委員会 委員（学識者のみ）  

 

磯部 雅彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授（座長） 

今村 文彦 東北大学大学院工学研究科付属災害制御研究センター 教授  

佐藤 愼司 東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻 教授  

高橋 智幸 関西大学社会安全学部 教授  

中野  晋  徳島大学工学部建設工学科 教授  

平石 哲也 京都大学防災研究所 教授  

藤間 功司 防衛大学校システム工学群建設環境工学科 教授 

（※敬称略、五十音順） 

 
 
１．２ 津波浸水シミュレーションの流れ 
津波浸水シミュレーションは、一般的に、①断層モデルの設定、②地形データの作成、

③初期条件等の設定・入力、④再現シミュレーション、⑤予測シミュレーション、⑥計算

結果の出力、の手順で実施する。 
 
＜解説＞ 
一般的に、津波浸水シミュレーションは、下図に示すような手順で実施する。 

 

①断層モデルの設定 ②地形データの作成

④再現シミュレーション

③初期条件等の設
定・入力

再現性チェック

Yes

No

⑤予測シミュレーション

⑥計算結果の出力

資料収集等

（必要に応じて地形データの入れ替え）

 
津波浸水シミュレーションの流れ 
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２．断層モデルの設定 
 
２．１ 対象地震の断層モデルの設定 

対象地震の断層モデルは、津波から見た最適断層モデルを、各地域海岸（ユニット）の

痕跡値に適合するように修正したものを設定することを基本とする。 
なお、津波から見た最適断層モデルとは、津波の再現シミュレーションを実施し、広域

における妥当性を検証したものとして発表されている断層モデルを指す。 
 
＜解説＞ 
① 断層モデルの概要 
地震断層モデルは、津波浸水シミュレーションを実施する上での、初期条件（初期水位）

と地盤変位を決定する。 
断層モデルの諸元には、以下のようなものがある。 

基準点位置：N, E 
断層面上縁深さ：d 
断層長さ：L 
断層幅：W 
すべり量：D 
走向：θ 
傾斜角：δ 
すべり角：λ 

これらの諸元は津波の大きさと浸水状況に直接影響する。 
 

 

断層モデルの諸量（土木学会「原子力発電所の津波評価技術」より） 
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② 既往及び想定地震の取り扱いについて 
既往地震については、公的機関によって検証された断層モデルが存在する地震を対象と

する。また、想定地震については、既往の研究により得られている地震断層モデルを対象

とする。 
中央防災会議の日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会では、下図のよ

うな津波を発生させる断層領域が想定されている。 

 
 
 また、岩手県、宮城県の地震被害想定調査では、以下のような断層モデルが設定されて

いる。 
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岩手県の設定例（出典：岩手県地震・津波シミュレーション及び被害想定調査に関する報

告書（概要版）） 
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宮城県の設定例（出典：宮城県第三次地震被害想定調査報告書） 
 

 



 7

 土木学会原子力土木委員会津波評価部会では、既往津波について、以下のような断層モ

デルを提案している。 
 

 
（出典：土木学会「原子力発電所の津波評価技術」） 

 
 東北地方太平洋沖地震については、以下のような断層モデルが提案されている。 
 
東北大学モデル(version1.0) 

 
（ 出 典 ： http://www.tsunami.civil.tohoku.ac.jp/hokusai3/J/events/tohoku_2011/model/ 
110610 東北大 vers1.0.pdf） 
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藤井・佐竹モデル（version 4.0） 

ID lat(°N) long(°E) Length(km) Width(km) Depth(km) Strike(°) Dip(°) Rake(°) Slip(m)
1 39.738 144.331 50 50 0 193 14 81 0
2 39.300 144.200 50 50 0 193 14 81 0
3 38.862 144.069 50 50 0 193 14 81 5.74
4 38.424 143.939 50 50 0 193 14 81 34.45
5 37.986 143.810 50 50 0 193 14 81 33.62
6 37.547 143.682 50 50 0 193 14 81 30.83
7 37.135 143.400 50 50 0 193 14 81 14.09
8 36.730 143.070 50 50 0 193 14 81 1.95
9 36.325 142.740 50 50 0 193 14 81 0
10 35.905 142.504 50 50 0 193 14 81 0.01
11 39.836 143.778 50 50 12.1 193 14 81 0
12 39.398 143.651 50 50 12.1 193 14 81 3.52
13 38.960 143.523 50 50 12.1 193 14 81 5.56
14 38.522 143.397 50 50 12.1 193 14 81 23.35
15 38.084 143.271 50 50 12.1 193 14 81 19.87
16 37.646 143.146 50 50 12.1 193 14 81 8.52
17 37.233 142.867 50 50 12.1 193 14 81 8.82
18 36.828 142.540 50 50 12.1 193 14 81 4.27
19 36.423 142.213 50 50 12.1 193 14 81 0
20 36.003 141.979 50 50 12.1 193 14 81 0.2
21 39.934 143.224 50 50 24.2 193 14 81 0
22 39.496 143.100 50 50 24.2 193 14 81 0.05
23 39.058 142.977 50 50 24.2 193 14 81 3.79
24 38.620 142.853 50 50 24.2 193 14 81 12.44
25 38.182 142.731 50 50 24.2 193 14 81 12.65
26 37.744 142.609 50 50 24.2 193 14 81 4.21
27 37.331 142.333 50 50 24.2 193 14 81 4.34
28 36.926 142.009 50 50 24.2 193 14 81 4.98
29 36.521 141.684 50 50 24.2 193 14 81 1.94
30 36.101 141.454 50 50 24.2 193 14 81 0.14
31 40.032 142.670 50 50 36.3 193 14 81 0
32 39.594 142.549 50 50 36.3 193 14 81 0
33 39.156 142.430 50 50 36.3 193 14 81 0
34 38.718 142.309 50 50 36.3 193 14 81 0
35 38.280 142.190 50 50 36.3 193 14 81 11.57
36 37.842 142.071 50 50 36.3 193 14 81 0
37 37.429 141.798 50 50 36.3 193 14 81 0
38 37.024 141.477 50 50 36.3 193 14 81 1.28
39 36.619 141.155 50 50 36.3 193 14 81 0.59
40 36.199 140.928 50 50 36.3 193 14 81 0.62  

(出典：http://iisee.kenken.go.jp/staff/fujii/OffTohokuPacific2011/tsunami_ja.html) 
 
③ 断層モデルの設定方法 
断層モデルは、津波から見た最適断層モデルを、地域海岸（ユニット）毎に痕跡値に適合

するように修正した断層を設定することを基本とする。地域海岸（ユニット）とは、（一の

海岸保全基本計画を作成すべき）一体の海岸の区分（沿岸）を「湾の形状や山付け等の自

然条件」、「文献や被災履歴等の過去に発生した津波の実績津波高さ及びシミュレーション

の高さ」等から、同一の津波外力を設定しうると想定される一連のまとまりのある海岸線

に分割したものをいう。歴史地震で対象地域海岸（ユニット）に痕跡データがない場合に

は、「津波から見た最適断層モデル」をそのまま採用してもよい。 
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３．地形データの作成 
 
３．１ 地形データ作成の考え方 
津波浸水シミュレーションに用いる地形データは、東北地方太平洋沖地震の後にレーザ

プロファイラ等により取得された精度の高いデータから作成することを基本とする。東北

地方太平洋沖地震の前に測量されたデータを使用する場合には、その地盤変動量を考慮し

て地形データを作成するものとする。 
津波浸水シミュレーションは海域と陸域を一体として行うものであるから、使用する地

形データは原則として東京湾平均海面（T.P.）を基準面とするものとする。また、異なる地

形データ資料の接合部については、現地の地形状況などをふまえて、適切に処理するもの

とする。 
作成された地形データは、現地実態と合致しているか確認するものとする。 

 
＜解説＞ 
①海域の地形データ 
 海図等の水深データは、最低水面を基準としていることが多いことから、それを使用す

る場合には T.P.を基準とする値に変換する必要がある。 
 海域の地形データは、東北地方太平洋沖地震後に取得されたデータを使用することを基

本とする。そのようなデータがない海域では、東北地方太平洋沖地震の地盤変動量を考慮

して、下記を利用して作成してもよい。 
・JTOPO30（日本近海 30 秒グリッド水深データ） (財)日本水路協会 
・J-EGG500（日本周辺 500m メッシュ水深データ） 日本海洋データセンター 
・M7000 シリーズ（海底地形デジタルデータ） (財)日本水路協会 
・深浅測量データ 海岸管理者 
・港湾平面図、漁港平面図 港湾管理者、漁港管理者 
・GEBCO（大洋水深総図） 
 
②陸域の地形データ 
標高データは、東北地方太平洋沖地震後にレーザプロファイラで取得された標高メッシ

ュデータを使用することを基本とする。レーザプロファイラで取得された標高メッシュデ

ータは、数ｍ単位のメッシュとなっており、最も解像度が高い標高データである。 
東北地方太平洋沖地震後にレーザプロファイラによる測量が行われていない地域では、

空中写真測量（ステレオマッチング）で取得された標高メッシュデータを使用してもよい。 
東北地方太平洋沖地震後の標高データが存在しない地域では、東北地方太平洋沖地震の

地盤変動量を考慮して、東北地方太平洋沖地震前に作成された下記資料を利用することと

する。 
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・レーザプロファイラで取得された標高メッシュデータ 
・自治体が整備している 1:2,500 地形図（国土基本図）の等高線や個々の標高値 
・国土地理院発行の数値地図の 50m 格子標高値 
・国土地理院発行の縮尺 1:50,000 地形図または 1:25,000 地形図の等高線 
 1:25,000 地形図では 10ｍ間隔の等高線で標高が表現されており、また数値地図の 50m 格

子標高値は 1:25,000 の等高線から作成されたものである。このため、浸水被害が発生しや

すい水際線付近の低平地の標高を忠実に再現することは困難な場合があることに留意する

必要がある。 
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３．２ 計算領域および空間格子間隔 
津波浸水シミュレーションの計算領域および空間格子間隔は、波源域の大きさ、津波の

空間波形、海底・海岸地形の特徴、対象地区周辺の微地形、構造物等を考慮して、適切に

設定するものとする。 
 
＜解説＞ 
① 計算領域 
 津波浸水シミュレーションの計算領域は、波源域を含み、屈折、反射、遡上等が精度よ

く再現できるような領域を設定する必要がある。 
 外洋では津波の１波長は数 10km～数 100km のオーダーであるが、水深が小さくなるに

つれて波長が短くなるため、これに合わせて順次細かい計算格子を用いる必要がある。こ

のため、津波の空間波形および地形の状況に応じて異なる格子間隔の領域を接続して同時

に計算する方法（ネスティング）が用いられることが多い。このような接続計算では、小

領域で発生した短波長成分の一部が大領域に伝播せず再反射してしまう影響を軽減するた

め、成分格子間隔を 1/3 あるいは 1/2 等の割合で小さくしていくことが多い。 
 
② 空間格子間隔 
津波浸水シミュレーションにおける空間格子間隔は以下の点をふまえて設定することと

するが、陸上部における最小空間格子間隔は 10m 程度より小さくすることを目安とする。 
屈折、反射、遡上等の津波の挙動を精度良く再現できるように、格子間隔を設定する必要

がある。 
 格子間隔は、主要な計算領域全体にわたり、津波空間波形の１波長の 1/20 以下とするこ

とが望ましいとされている（長谷川ら、1987）。 
伝播過程における海域のうち、屈折現象の影響が大きいと判断される領域については、

津波空間波形の１波長の 1/100 以下の格子間隔が必要となる場合がある（土木学会「原子

力発電所の津波評価技術」）。 
 陸域（遡上域）においては、斜面勾配α、周期 T、重力加速度 g を用いた次式によって、

格子間隔（Δx）を設定してもよいとされている（土木学会「原子力発電所の津波評価技術」）。 

4
2 107 −×≤

Δ
gT

x
α

 （マニングの粗度係数 n=0.03m-1/3s の場合） 
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３．３ 河川地形条件 
津波浸水シミュレーションに際しては、河川の地形条件（河道平面形状・河床高など）

を計算格子と標高（水深）データで表現するとともに、河川堤防の天端高などの構造物条

件を設定する。 
 
＜解説＞  
震源から沿岸に達した津波の一部は、河口から遡上して河川から溢れて浸水を引き起こ

す可能性がある。津波シミュレーションにおいては、河川の地形（河道平面形状・河床高

など）や河川堤防の形状を考慮しないと、河川から生じる浸水を適切に評価することがで

きない。 
河川地形を考慮しない場合は、河口から上流の河道に該当する計算格子の標高データに左

右岸の堤内地の標高をあてはめている場合が多く、この場合河川から越流するような津波

は考慮できない。一方、河川地形を考慮する場合は、河川縦横断面図等を根拠にして河道

に該当する計算格子の標高データに河床高などを設定する場合が多く、河川を遡上する津

波を考慮できる。 
 
なお、河道内は浅い水深が続いて波状段波を形成することがあるが、このような現象は

浅水理論では表現できない。 
 
河川堤防については、4.3 に従って構造物条件を設定する。 
河川の地形条件設定については、「津波の河川遡上解析の手引き（案）」を参考にできる。 
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４．初期条件の設定 
 
４．１ 初期水位 
初期水位は、断層モデルによって計算される海底面の鉛直変位分布を海面に与える方法

を用いることを基本とする。 
 
＜解説＞ 
津波浸水シミュレーションは初期条件として海面の変位分布（＝初期水位）を与え、運

動方程式と連続式を時間経過に伴い数値的に解くものである。このため、アウトプットと

して得られる津波の水位は、この初期水位の条件に大きく左右される。 
津波浸水シミュレーションにおける初期水位は、断層モデルから計算される海底面の鉛

直変位分布をその直上に与える方法が一般的である。 
 
 
４．２ 潮位（天文潮） 
津波浸水シミュレーションにおける潮位（天文潮）は、再現シミュレーションでは対象

津波来襲時の潮位、予測シミュレーションでは朔望平均満潮位とすることを基本とする。 
 

＜解説＞ 
津波は通常、潮位が高いほど陸上へ浸水しやすく浸水域も増大する。 
再現シミュレーションでは、対象津波来襲時の潮位を設定することが多い。対象津波来

襲時の潮位が不明な場合には、潮位を平均潮位や T.P.0m としてもよい。 
予測シミュレーションでは、浸水被害の危険側を想定するため、潮位（天文潮）は H.W.L.

（朔望平均満潮位）を基本とする。 
 なお、河川域における初期水位については、津波の河川遡上解析の手引き（案）では、

河口における潮位を出発水位として、不等流計算によって得られた水位を設定するものと

されている。具体的には、再現シミュレーションでは津波が来襲した時点の河川流量によ

り算出した河川水位、予測シミュレーションでは平水流量（185 日/365 日）により算出し

た河川水位とされている。 
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４．３ 構造物 
津波の伝播過程にあって地盤より高い構造物（防波堤、堤防、胸壁、道路の盛土等）に

ついては、計算格子より幅が広いものは地形データとして、計算格子より幅が狭いものは

越流条件を適用する格子境界として整理することを基本とする。 
 
＜解説＞ 
① 浸水予測の結果に与える影響について 

津波の伝播過程にあって地盤より高い構造物（例えば防波堤、堤防、胸壁、道路の盛土

等）は津波の遡上を阻止する効果が期待できる。ただし、水門や陸閘等の操作を必要とす

る構造物は、閉鎖できなかった場合には、この部分から浸水が拡大する可能性を有してい

る。 
② 構造物データ整理の考え方 
津波浸水シミュレーションにおける構造物の取扱いは、下図のように、構造物の大きさ

と計算格子の大小関係に応じて異なる。計算格子より幅が広い構造物は、その高さを各計

算格子に与えて地形データとして取り扱うのが一般的である。一方、計算格子より幅が狭

い構造物は、計算格子間に壁があるものとして整理し、その高さを越流公式で考慮するこ

とが一般的である。また、断面形を地形データとして整理しつつ、越流条件を適用する格

子境界として天端高を与える方法も考えられる。 
なお、カルバートや橋梁区間等については、構造物データが開口部として適切に扱われ

ていることを確認する必要がある。また、津波の遡上が考えられる区間内に橋梁等の遡上

の抵抗となる構造物がある場合は、必要に応じて遡上・せき上げに対する影響も確認する

必要がある。 
 

計算格子 計算格子

地形データとして
取り扱う場合

越流条件として
取り扱う場合

計算格子

地形データと越流条件を組
み合わせて取り扱う場合

計算格子 計算格子

地形データとして
取り扱う場合

越流条件として
取り扱う場合

計算格子

地形データと越流条件を組
み合わせて取り扱う場合
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４．４ 粗度係数 
粗度係数は、土地利用状況等をふまえて適切に設定する。 

 
＜解説＞ 
海域での粗度係数は、0.025 程度の値を用いることが多い（津波の事典）。 
陸域での粗度係数の与え方としては、市街地の構造物（家屋、道路など）による抵抗を

適当な粗度係数で評価する、あるいは各構造物の占有率に応じた等価粗度係数で評価する

のが一般的である（津波の事典）。前者の例として、小谷ほか（1998）は、下表のような粗

度係数を用いることを提案している。 
構造物を地形データとして取り扱う場合には、粗度係数を「その他（空地、緑地）」とす

るなどその整合に留意する必要がある。 
なお、対象地震発生時の土地利用が不明な場合、あるいは対象地震による住宅等の流失

が大きい場合には、土地利用状況によらず一律の粗度係数を与えることも考えられる。 
 

表 粗度係数の設定例（小谷ほか、1998） 
土地利用 粗度係数 
住宅地 0.04～0.08 
工場地等 0.04 
農地 0.02 
林地 0.03 
水域 0.025 
その他（空地、緑地） 0.025 

 
４．５ 地震による地盤変動 
地震による陸域の沈降が想定される場合には、断層モデルから算定される地盤変動量を、

陸域の標高及び構造物の高さから差し引くことを基本とする。 
 
＜解説＞ 
地震によって陸域が沈降する場合には、その沈降量の分だけ地盤や構造物が低くなるこ

とになる。このため、断層モデルから地盤変動量を算定し、その結果を用いて陸域の標高

及び構造物の高さから差し引くことが望ましい。 
再現シミュレーションで対象地震前の地形データを使用する場合及び予測シミュレーシ

ョンにおいては、対象地震の断層モデルから算定される地盤変動量を、陸域の標高及び構

造物の高さから差し引くことが必要である。一方、再現シミュレーションで、対象地震の

直後に測量したデータを使用する場合には、そのような処理は不要である。 
 また、液状化による地盤の沈下については、必要に応じて考慮することが望ましい。 
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５．再現シミュレーション 
 
５．１ 目的 
再現シミュレーションは、対象地震発生時の検討対象地域における津波による浸水状況

を再現するとともに、対象地震の断層モデルの諸量を確定するために行う。 
 
 
５．２ 津波数値解析手法 
再現シミュレーションは、海底での摩擦及び移流項を考慮した非線形長波の理論式（浅

水理論式）によることを基本とする。ただし、深い海域においては線形長波理論を適用し

てもよい。 
 
＜解説＞ 
津波のような波長の長い波の運動は、非線形長波の理論式（浅水理論式）によって表現

され、津波波源から陸上遡上に至る津波伝播の基本的な挙動を再現することができる。深

い海域においては、海底での摩擦及び移流項を無視した線形長波理論を適用してもよい。 
 その他、ブシネスク方程式など、妥当性が検証されている適切な理論式を用いてもよい。 
 なお、計算の打ち切り水深については、1cm 程度を目安とする。 
 
 
５．３ 構造物条件 
再現シミュレーションを実施する際には、防波堤、堤防、胸壁、道路の盛土等、津波の

伝播過程にあって地盤より高い構造物を対象地震の被災実態に応じて考慮する。水門・陸

閘等については、対象地震時の開閉実態に応じて考慮する。被災後の堤防形状が不明な場

合には、堤防がある状態を想定して再現シミュレーションを実施する。 
 
＜解説＞ 
対象地震での被災実態に応じて、構造物を計算条件として適切に取り扱うことで、シミ

ュレーションの精度を向上させる。歴史地震など海岸保全施設が整備されていない時代の

地震については、構造物がないものとすることが考えられる。 
 被災後の堤防形状が不明な場合には、堤防がある状態を想定して構造物背後の再現シミ

ュレーションを実施することで、対象地震の断層モデルの諸量を過小に設定することが避

けられ、その断層モデルを用いた予測シミュレーションにおいて浸水の範囲や深さを過小

に評価することを防ぐことができる。 
水門・陸閘等、操作を必要とする構造物については、対象地震時の開閉実態がわかって

いる場合、あるいは状況から推測可能な場合は、それに合わせることとする。
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５．４ 断層モデルの調整 
痕跡高を用いて再現シミュレーションの適合度を確認し、必要に応じて断層モデルの諸

量を調整する。 
 
＜解説＞ 
津波痕跡高と計算値の空間的な適合度を表す指標として、相田（1977）による幾何平均

K および幾何標準偏差κが用いられることが多い。 
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 ここで、n:地点数、Ki=Ri/Hi、Ri：i 番目の地点での痕跡高、Hi：i 番目の地点での計算値

である。 
 幾何平均 K は痕跡高と計算値の平均的な対応関係を示しており、1 に近いほど計算値が

痕跡高とよく対応していることを表す。一方、幾何標準偏差κは痕跡高と計算値との対応

関係のばらつきを示しており、小さいほど計算値が痕跡高とよく対応していることを表す。 
 既存の断層モデルでの再現シミュレーションの結果と痕跡高を用いて算出した幾何平均

K を用いて、すべり量を修正することが考えられる。 
 ２．１で述べた「津波から見た最適断層モデル」は、広域の沿岸全体を平均的に再現で

きる最適断層モデルであり、必ずしも各海岸にとって再現性がもっとも高いモデルとなっ

ているわけではない。このため、海岸毎に断層モデルの調整の要否を判断する必要がある。 
 適合度の確認と断層モデル諸量の調整は、地域海岸（ユニット）毎に行うことを基本と

する。［※再掲］地域海岸（ユニット）とは、（一の海岸保全基本計画を作成すべき）一体

の海岸の区分（沿岸）を「湾の形状や山付け等の自然条件」、「文献や被災履歴等の過去に

発生した津波の実績津波高さ及びシミュレーションの高さ」等から、同一の津波外力を設

定しうると想定される一連のまとまりのある海岸線に分割したものをいう。 
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６．予測シミュレーション 
 
６．１ 目的 
予測シミュレーションは、対象地震発生時の津波による浸水状況を予測するとともに、

必要に応じて各種対策の効果を検討するために行う。 
 
 
６．２ 津波数値解析手法 
予測シミュレーションは、再現シミュレーションにより諸量を調整した断層モデルに基

づいて、同一の解析手法で行うものとする。 
ただし、想定地震のように再現シミュレーションを行えない場合は、この限りではない。

 
＜解説＞ 
 予測シミュレーションに用いる断層モデルは再現シミュレーションでチューニングされ

たものであるので、予測シミュレーションは再現シミュレーションと同一の解析手法で行

われる必要がある。 
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６．３ 構造物条件 
予測シミュレーションを実施する際には、地震動や津波による構造物の被災を考慮する

ことを基本とする。また、水門・陸閘等については、耐震性を有し自動化された施設、常

時閉鎖の施設、耐震性を有し津波到達時間より早く閉鎖できると考えられる施設について

は閉鎖状態として、それ以外の施設は開放状態と取り扱う。 
 
＜解説＞ 
海岸堤防等の構造物は設計値以下の地震動や津波に対しては所要の安全性を有するが、

設計値以上の地震動、津波では被災する可能性がある。このため、地震動や津波による構

造物の被災を考慮して、予測シミュレーションを行うことを基本とする。 
地震動による構造物の被害については、適切な耐震解析法に基づいて行われた既存の照

査結果を用いて、津波浸水シミュレーションにおける条件設定を行う。海岸保全施設の耐

震解析法は、「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」では以下のように規定されている。 
・レベル１地震動に対する耐震性能は、震度法による耐震設計により安全性が確保されて

いることで満足されているものとみなせる。ただし、液状化が発生すると判定される場合

には、要求する耐震性能の高さに応じて適切に照査するものとする。 
・レベル２地震動に対する耐震性能は、変形、応力、ひずみ量等を精度よく評価できる手

法により照査することができる。 
また、「海岸保全施設等耐震点検マニュアル」には、地震による海岸堤防等の沈下量を想

定する手法が示されている。 
津波による構造物の破壊については、大きく分けて次の３ケースが考えられるが、目的

に応じてこれを選択するものとする。 
 

 構造物条件 
ケース１ 破壊なし  
ケース２ 条件に応じて破壊 越流した時点 

ある流速に達した時点 

ケース３ 構造物を考慮しない  
 
たとえば、津波が構造物を越流し始めた時点で破壊するものとして取り扱うことにより、

構造物が破壊しないケース１より広い範囲が浸水する予測となる。 
なお、津波が河川を遡上する場合など、津波が構造物を越えても直ちに構造物が破壊し

ない場合の方が、浸水被害が大きくなる場合もあり得ることに留意が必要である。 
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６．４ シミュレーションにおける各種対策の条件設定 
予測シミュレーションにおいて、計算格子より幅が広い盛土等は地形データとして、計

算格子より幅が狭い二線堤等は越流条件を適用する構造物として取り扱うものとする。 
 
＜解説＞ 
 二線堤、盛土等の堤内地における各種対策は、４．３に従って設定する。 
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７．計算結果の出力 
 
７．１ 出力事項 
陸上での津波の遡上状況がわかるように、津波浸水シミュレーションの結果として、最

大浸水深等の平面分布や、代表断面における最高水位の岸沖方向分布などを出力するもの

とする。 
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